	会議名
	令和８年度 第１回 厚木市地域包括支援センター運営協議会

	会議主管課
	市民福祉部　地域包括ケア推進課　在宅福祉推進係

	開催日時
	令和８年８月20日(木)午後２時～３時

	開催場所
	厚木市役所　第二庁舎　農業委員会会議室

	出席者
	厚木市地域包括支援センター運営協議会委員　10人

事務局　市民福祉部長、地域包括ケア推進課長、
　　　　在宅福祉推進係長、係員


１　開会（地域包括ケア推進課長）
　挨拶
　　・会長あいさつ
　　・市民福祉部長あいさつ

２　案　　件
（１） 副会長の選出について
　　　 副会長を決定。
　　　 新副会長挨拶
（２） 令和７年度厚木市地域包括支援センター事業報告について
※資料１、２に基づき事務局説明
【質疑】
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委員
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事務局
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委員
	資料１の２の総合相談・権利擁護（成年後見・消費者被害・高齢者虐待）事業実施状況について、「相談実人数」と「相談人数（延数）」とはなにか。
「相談実人数」は、相談を受けた方の実際の人数を示すもので、同じ方から複数回相談があった場合も１人として計上している。一方、「相談人数（延べ数）」は相談を受けた回数の累計であり、その都度計上している。
介護保険サービスを利用する方が多いほど、市の介護保険料も高くなるため、介護保険に頼らず健康寿命を伸ばす取り組みが極めて重要である。
資料１の１の介護予防ケアマネジメント事業について、この再委託率とは何か。また、資料１の２の総合相談・権利擁護（成年後見・消費者被害・高齢者虐待）事業実施状況について、相談をどの程度の人数で対応しているのか。１人当たりの相談人数が分かればその負担の傾向も見えるのではないか。
介護予防ケアマネジメント事業とは、介護予防や日常生活支援を目的として対象者の選択によって訪問型サービスや通所型サービス等が包括的かつ効率的に実施されるよう必要な援助を行っている。この事業は、地域包括支援センターから外部の居宅介護支援事業所に委託することができるため、これを「再委託」としている。再委託することで地域包括支援センターの負担を減らすことを進めているが、受託する居宅介護支援事業所が少ないことが現状である。
また、総合相談の１人当たりの相談人数は特に把握していないが、各地区の地域包括支援センターの人員は各地区の人口に応じて配置している。
自ら助けを求めることができない方に関して、地域包括支援センターがアウトリーチしてご自宅に伺うようなケースが増えていると思うが、その割合などは把握しているか。
各地域包括支援センターでアウトリーチするようなケースが増えていることは聞いているが、その割合は把握していない。
地域包括支援センターの負担が増えているなか、アウトリーチもできないような状況は望ましくない状況であるため、力を入れていくべき部分だと考えている。
また、資料１の総合相談内容内訳について、４の認知症高齢者に関することについて、令和６年度から急激に伸びているのはなぜか。
地域包括支援センターの周知が進んだことに加え、認知症に対する社会的な関心や意識が高まり、認知症に関する相談窓口として地域包括支援センターが認識されてきたことが要因であると考えている。また、各地域包括支援センターにおいて、認知症に関する相談を計上する意識が高まっていることも一因だと考えている。
各地域包括支援センターにおいて相談内容を分類して計上している一方で、分類に当てはまらない日常的な相談も寄せられている。業務量が増加する中で、相談内容や業務の整理が必要であると考えられるため、今回のデータをきっかけに、各地域包括支援センターの実態や状況を共有し、今後の対応について検討していく必要がある。
老老介護やヤングケアラーなど、困難を抱えていても相談や必要なサービスにつながっていない世帯があるのではないか。経済的な負担感や相談への敷居の高さから支援につながりにくい方の声を把握することが課題であると思うが、いかがか。
地域包括支援センターでは、経済的な事情を抱える方についても対応しており、必要なサービスの利用について説明し本人や家族の意向を尊重しながら支援している。
支援につながっていない方については、自治会役員や民生委員など地域の方々の見守りや気づきを通じて必要な支援につなげていくことが重要である。


質疑後、承認
（3） 令和８年度厚木市地域包括支援センター活動評価について
※資料３、４に基づき事務局説明
	委員
事務局
	地域包括支援センターの評価シートについて、資料４にあるように管理運営面についてＡ評価基準を設けているが、なぜか。
評価シートの評価基準が明確でなかったため、昨年度の運営協議会で審議いただき、昨年度の評価から管理運営面のみＡ評価基準を設け地域包括支援センターと共有している。評価としてＡ評価基準を満たさなければＡ評価とはならないとしている。


　　　質疑後、承認
（４） その他
○基幹型地域包括支援センターの設置について
第10期厚木市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定に向けて、
市内各地域にある地域包括支援センターの統括・調整、また後方支援を行う
基幹型地域包括支援センターの設置を検討していると事務局より説明。
○来年度の地域包括支援センターの委託料の加算について
地域包括支援センターの負担軽減のため、職員一人当たりの高齢者数が多
い地区に関して、地域包括支援センターの委託料の加算を検討していると事
務局より説明。

	委員
事務局
	基幹型地域包括支援センターというと、個々の地域包括支援センターの後方支援、人材育成や研修を行うという認識でよいのか。
ご指摘のとおり。


４　閉　　会（副会長）
５　次　　回　令和９年２月　予定
厚木市役所第二庁舎15階　農業委員会会議室

以上
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